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研究要旨  

アレルギー疾患対策基本法施行にあたり、アレルギー疾患の動向を示す疫学調査についてその実

施状況を調査し、見やすく公開した。 

＜方法＞小児気管支喘息、アレルギー性鼻炎の国内の 1946 年以降の有症率調査報告を医学中央雑

誌、MEDLINE を使用し検索した。 

＜結果＞小児気管支喘息は、956 件中有症率調査として 51 件、小児アレルギー性鼻炎は、406 件

中 38 件を抽出した。 

抽出された論文を分析し、年齢、調査地域、調査方法、有症率等を一覧表にして、さらに一般向

けに見やすく web で公開しした。 https://allergysurvey.jp/ 

 

 

A. 研究目的 

 日本も他の先進諸国と同様に、アレルギー疾患

の急激な増加を認めている。その背景には様々な

要因が考えられ、局地的な疫学調査が施行されて

いるが、全国レベルの調査は未だ少ない。そこで、

アレルギー疾患対策基本法施行にあたり、これま

での国内の疫学データを収集、疫学データーベー

スを作成し、有症率の動向を見ることで医療政策

に活用することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

成人気管支喘息、小児気管支喘息、アトピー性

皮膚炎、アレルギー性鼻炎、食物アレルギーそれ

ぞれの疾患において、国内の有症率調査報告を医

学中央雑誌、MEDLINE を使用し検索した。 

 

(1) 小児気管支喘息 

新生児～18 歳を対象とし、医学中央雑誌では

1983 年以降の文献を対象に、気管支喘息、有症率、

罹患率、疫学調査、予後調査、統計をキーワード

として、MEDLINE では 1946 年以降の文献を対象に   

asthma,japan,prevalence,epidemiological 



study ,incidence 

て検索を行

(2) 小児アレルギー性鼻炎

新生児～

1983 年以降の文献を対象に

花粉症、有症率、罹患率、疫学調査、予後調査、

統計をキーワードとして、

降 の 文 献 を 対 象 に

fever,japan,

study ,incidence ,

て検索を行い、データーベースを作成した

（倫理面への配慮）

臨床研究報告などの文献を活用した研究

であり、該当しない。

 

 

C. 結果 

 

(1) 小児気管支喘息

医学中央雑誌では

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの

件について検討

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、

による有症率、受療率、

備等を除外した残りの

 

incidence ,prognosis

を行い、データーベースを作成した。

小児アレルギー性鼻炎

新生児～18 歳を対象とし、医学中央

年以降の文献を対象に

有症率、罹患率、疫学調査、予後調査、

をキーワードとして、

降 の 文 献 を 対 象 に

japan,prevalence

study ,incidence ,prognosis

て検索を行い、データーベースを作成した

（倫理面への配慮）

臨床研究報告などの文献を活用した研究

であり、該当しない。

小児気管支喘息 

医学中央雑誌では 956

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの

件について検討を行った

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、

による有症率、受療率、

を除外した残りの

prognosis をキーワードとし

い、データーベースを作成した。

小児アレルギー性鼻炎 

歳を対象とし、医学中央

年以降の文献を対象に、アレルギー性鼻炎

有症率、罹患率、疫学調査、予後調査、

をキーワードとして、MEDLINE

降 の 文 献 を 対 象 に allergic rhinitis

evalence,epidemiological

prognosis をキーワードとし

て検索を行い、データーベースを作成した

（倫理面への配慮） 

臨床研究報告などの文献を活用した研究

であり、該当しない。 

956 件が該当した。そのうち

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの

を行った。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、

による有症率、受療率、調査地や対象等の記載不

を除外した残りの 45 件を対象とし

キーワードとし

い、データーベースを作成した。 

歳を対象とし、医学中央雑誌では

アレルギー性鼻炎

有症率、罹患率、疫学調査、予後調査、

MEDLINE では 1946 年以

allergic rhinitis,

epidemiological 

をキーワードとし

て検索を行い、データーベースを作成した 

臨床研究報告などの文献を活用した研究

件が該当した。そのうち

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの

。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、交絡因子

調査地や対象等の記載不

件を対象とした。 

キーワードとし

 

雑誌では

アレルギー性鼻炎、

有症率、罹患率、疫学調査、予後調査、

年以

,hay 

をキーワードとし

臨床研究報告などの文献を活用した研究

件が該当した。そのうち

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの 79

。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

交絡因子

調査地や対象等の記載不

 

 

MEDLINE

調査以外の論文を除外し、残りの

検討を行った。同様に

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

外した残りの

件、

１件を加えた

作成した

(2)

医学中央雑誌では

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの

件について検討を行った。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、交絡因子

による有症率、受療率、調査地や対象等の記載不

備等を除外した残りの

 

MEDLINE

MEDLINE では

調査以外の論文を除外し、残りの

検討を行った。同様に

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

外した残りの 8

件、MEDLINE 8

１件を加えた計

作成した。 

(2) 小児アレルギー性鼻炎

医学中央雑誌では

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの

件について検討を行った。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、交絡因子

による有症率、受療率、調査地や対象等の記載不

備等を除外した残りの

 

MEDLINE では

では 469 件が該当した。そのうち疫学

調査以外の論文を除外し、残りの

検討を行った。同様に交絡因子による有症率、死

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

8件を対象とした。医学中央雑誌

8 件を合わせ重複を除き、引用文献

計 51 件についてデーターベースを

小児アレルギー性鼻炎

医学中央雑誌では 406 件が該当した。そのうち

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの

件について検討を行った。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、交絡因子

による有症率、受療率、調査地や対象等の記載不

備等を除外した残りの 38 件を対象とした。

では 165 件が該当した。そのうち疫学

件が該当した。そのうち疫学

調査以外の論文を除外し、残りの 34

交絡因子による有症率、死

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

件を対象とした。医学中央雑誌

件を合わせ重複を除き、引用文献

件についてデーターベースを

小児アレルギー性鼻炎 

件が該当した。そのうち

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの

件について検討を行った。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、交絡因子

による有症率、受療率、調査地や対象等の記載不

件を対象とした。

件が該当した。そのうち疫学

件が該当した。そのうち疫学

34 件について

交絡因子による有症率、死

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

件を対象とした。医学中央雑誌 45

件を合わせ重複を除き、引用文献

件についてデーターベースを

件が該当した。そのうち

会議録、疫学調査以外の論文を除外し、残りの 68

件について検討を行った。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、交絡因子

による有症率、受療率、調査地や対象等の記載不

件を対象とした。 

件が該当した。そのうち疫学

件が該当した。そのうち疫学

件について

交絡因子による有症率、死

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

45

件を合わせ重複を除き、引用文献

件についてデーターベースを

 

件が該当した。そのうち

68

件について検討を行った。調査地域、調査時期、

対象、有症率（有病率）、調査方法、診断方法、

依頼数、回収率、有効回答数について、交絡因子

による有症率、受療率、調査地や対象等の記載不

 

件が該当した。そのうち疫学



調査以外の論文を除外し、残りの

検討を行った。同様に

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

外した残りの

件、MEDLINE 

についてデーターベースを作成した。

 

今回作製したデータベースを見やすくわかりや

すくするために、

府県別の調査数の表示を行い、県別の調査状況が

一覧表で表示されるように作製した。

インターネットで公開しているホームページ青

ドレス  

 

D. 考案 

1946 年以降日本も多くの欧米諸国と同様に鉱工

業が発達し、

帯、中京工業地帯、阪神工業地帯と呼ばれる地域

の環境汚染が進み、いわゆる公害喘息が急増、深

刻な社会問題になった。こうした地域では喘息の

疫学調査が現在でも実施されているが、他の地域

では地域ごとの疫学調査はほとんど実施されて

いない。いくつかの全国調査があるが古い調査は、

文部科学省の学校保健動向調査を分析したもの、

厚生労働省の患者調査を分析したものである。ど

ちらも、現在と直接比較できる有症率調査ではな

い。 

調査以外の論文を除外し、残りの

検討を行った。同様に

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

外した残りの 8件を対象とした。医学中央雑誌

MEDLINE 8 件を合わせ重複を除いた

てデーターベースを作成した。

今回作製したデータベースを見やすくわかりや

すくするために、web 形式で日本地図上での都道

府県別の調査数の表示を行い、県別の調査状況が

一覧表で表示されるように作製した。

インターネットで公開しているホームページ青

  https://allergysurvey.jp/

年以降日本も多くの欧米諸国と同様に鉱工

業が発達し、1960 年代からはかつての京浜工業地

帯、中京工業地帯、阪神工業地帯と呼ばれる地域

の環境汚染が進み、いわゆる公害喘息が急増、深

刻な社会問題になった。こうした地域では喘息の

疫学調査が現在でも実施されているが、他の地域

では地域ごとの疫学調査はほとんど実施されて

いない。いくつかの全国調査があるが古い調査は、

文部科学省の学校保健動向調査を分析したもの、

厚生労働省の患者調査を分析したものである。ど

ちらも、現在と直接比較できる有症率調査ではな

調査以外の論文を除外し、残りの

検討を行った。同様に交絡因子による有症率、死

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

件を対象とした。医学中央雑誌

件を合わせ重複を除いた

てデーターベースを作成した。

今回作製したデータベースを見やすくわかりや

形式で日本地図上での都道

府県別の調査数の表示を行い、県別の調査状況が

一覧表で表示されるように作製した。

インターネットで公開しているホームページ青

https://allergysurvey.jp/

年以降日本も多くの欧米諸国と同様に鉱工

年代からはかつての京浜工業地

帯、中京工業地帯、阪神工業地帯と呼ばれる地域

の環境汚染が進み、いわゆる公害喘息が急増、深

刻な社会問題になった。こうした地域では喘息の

疫学調査が現在でも実施されているが、他の地域

では地域ごとの疫学調査はほとんど実施されて

いない。いくつかの全国調査があるが古い調査は、

文部科学省の学校保健動向調査を分析したもの、

厚生労働省の患者調査を分析したものである。ど

ちらも、現在と直接比較できる有症率調査ではな

調査以外の論文を除外し、残りの 42 件について

交絡因子による有症率、死

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

件を対象とした。医学中央雑誌

件を合わせ重複を除いた、計 41

てデーターベースを作成した。 

今回作製したデータベースを見やすくわかりや

形式で日本地図上での都道

府県別の調査数の表示を行い、県別の調査状況が

一覧表で表示されるように作製した。 

インターネットで公開しているホームページ青

https://allergysurvey.jp/ 。 

年以降日本も多くの欧米諸国と同様に鉱工

年代からはかつての京浜工業地

帯、中京工業地帯、阪神工業地帯と呼ばれる地域

の環境汚染が進み、いわゆる公害喘息が急増、深

刻な社会問題になった。こうした地域では喘息の

疫学調査が現在でも実施されているが、他の地域

では地域ごとの疫学調査はほとんど実施されて

いない。いくつかの全国調査があるが古い調査は、

文部科学省の学校保健動向調査を分析したもの、

厚生労働省の患者調査を分析したものである。ど

ちらも、現在と直接比較できる有症率調査ではな

件について

交絡因子による有症率、死

亡率、受療率、調査地や対象等の記載不備等を除

件を対象とした。医学中央雑誌 38

1 件

 

今回作製したデータベースを見やすくわかりや

形式で日本地図上での都道

府県別の調査数の表示を行い、県別の調査状況が

インターネットで公開しているホームページ青

 

年以降日本も多くの欧米諸国と同様に鉱工

年代からはかつての京浜工業地

帯、中京工業地帯、阪神工業地帯と呼ばれる地域

の環境汚染が進み、いわゆる公害喘息が急増、深

刻な社会問題になった。こうした地域では喘息の

疫学調査が現在でも実施されているが、他の地域

では地域ごとの疫学調査はほとんど実施されて

いない。いくつかの全国調査があるが古い調査は、

文部科学省の学校保健動向調査を分析したもの、

厚生労働省の患者調査を分析したものである。ど

ちらも、現在と直接比較できる有症率調査ではな

世界的には、適切

調査

紙と

を日本語化した調査用紙を使用した調査であれ

ば経年的な推移を正確に評価することができる。

国内では、

てISAAC

うになってきた。

都道府県別の調査実施数は、多くの地域が、全国

調査の一部として実施された調査で、

は、

都道府県で

し実施されその動向がしめされていた。

調査件数の最も多いのは、福岡県と兵庫県の

件続いて、東京都の

件でありでいずれもかつての工業地帯に含まれ

る地域であった。こうした地域では、喘息患者の

増加、有病率調査の実施、患者対策、原因究明、

発症予防、原因対策という一連の

ている。正確な疫学データに基づいた、行政の対

応、治療方法の究明が重要である。

地域別に喘息有症率の動向を調査していくこと

で、発症原因の究明、遅れのない行政対応ができ

るようにすることが必要である。

  

E. 

国内での小児喘息、アレルギー性鼻炎疫学調査の

実施状況を論文での報告数で調査し

もわかりやすい形として

県別には、全国調査以外に実施していない地域も

多くあり、調査方法も独自の方法

た。今後の喘息、アレルギー性鼻炎対策を実施し

ていく上で定期的に、一定の調査方法での調査を

実施し、分析する必要があることがわかった。

 

F. 
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調査用の質問票の開発が行われ、

紙と ISAAC 調査用紙が開発された。この調査用紙

を日本語化した調査用紙を使用した調査であれ

ば経年的な推移を正確に評価することができる。

国内では、1982

ISAAC調査用紙を使用した調査が報告されるよ

うになってきた。

都道府県別の調査実施数は、多くの地域が、全国

調査の一部として実施された調査で、

は、2005 年の１件のみである。西日本では、

都道府県でATS

し実施されその動向がしめされていた。

調査件数の最も多いのは、福岡県と兵庫県の

件続いて、東京都の

件でありでいずれもかつての工業地帯に含まれ

る地域であった。こうした地域では、喘息患者の

増加、有病率調査の実施、患者対策、原因究明、

発症予防、原因対策という一連の

ている。正確な疫学データに基づいた、行政の対

応、治療方法の究明が重要である。

地域別に喘息有症率の動向を調査していくこと

で、発症原因の究明、遅れのない行政対応ができ

るようにすることが必要である。

   

E. 結論 

国内での小児喘息、アレルギー性鼻炎疫学調査の

実施状況を論文での報告数で調査し

もわかりやすい形として

県別には、全国調査以外に実施していない地域も

多くあり、調査方法も独自の方法

た。今後の喘息、アレルギー性鼻炎対策を実施し

ていく上で定期的に、一定の調査方法での調査を

実施し、分析する必要があることがわかった。
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る地域であった。こうした地域では、喘息患者の

増加、有病率調査の実施、患者対策、原因究明、

発症予防、原因対策という一連の

ている。正確な疫学データに基づいた、行政の対

応、治療方法の究明が重要である。

地域別に喘息有症率の動向を調査していくこと

で、発症原因の究明、遅れのない行政対応ができ

るようにすることが必要である。
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実施状況を論文での報告数で調査し

もわかりやすい形として web

県別には、全国調査以外に実施していない地域も

多くあり、調査方法も独自の方法

た。今後の喘息、アレルギー性鼻炎対策を実施し

ていく上で定期的に、一定の調査方法での調査を

実施し、分析する必要があることがわかった。
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を日本語化した調査用紙を使用した調査であれ
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調査件数の最も多いのは、福岡県と兵庫県の

件、香川県、長崎県の

件でありでいずれもかつての工業地帯に含まれ
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増加、有病率調査の実施、患者対策、原因究明、

発症予防、原因対策という一連の対応がされてき

ている。正確な疫学データに基づいた、行政の対

応、治療方法の究明が重要である。 

地域別に喘息有症率の動向を調査していくこと

で、発症原因の究明、遅れのない行政対応ができ

るようにすることが必要である。 
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